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事業承継ガイドライン改訂検討会の設置について 

 

令和３年９月１日 

中小企業庁財務課 

 

１．開催趣旨 

中小企業の経営者の高齢化が進む中、円滑な事業承継（M&A を含む。

以下同じ。）を推進することが重要である。このため、中小企業庁で

は、事業承継に向けた早期・計画的な準備の重要性や課題への対応策、

事業承継支援体制の強化の方向性等について取りまとめた「事業承

継ガイドライン」を平成 18年度に策定し、平成 28年度に改訂した。 

その後も、法人版事業承継税制の抜本拡充や個人版事業承継税制

の創設、事業承継・引継ぎ補助金の拡充をはじめとする支援策を充実

させている。また、第三者承継の手段として M&A の重要性も高まり

つつあり、事業承継・引継ぎ支援センターによるマッチング等の支援

の拡充や中小 M&A ガイドラインの策定、経営資源集約化に資する税

制の創設などの支援策も拡充しているところ。 

一方で、後継者不在率は引き続き高い割合で推移し、経営者年齢も

65 歳以上が４割以上を占める状況であるなど、事業承継の取組は依

然としてその途上である。M&A の実施件数は年間３～４千件まで右肩

上がりで増加しているものの、足下では、新型コロナウイルス感染症

の影響もあり、事業承継を後ろ倒しする傾向にあるほか、廃業件数は

2020 年に過去最多を記録した。 

ついては、こうした中小企業を取り巻く最近の状況等も踏まえ、事

業承継ガイドラインの改訂に向けた検討を行うため、事業承継ガイ

ドライン改訂検討会を開催する。 

 

２．主な検討項目 

（１）中小企業の事業承継の現状や課題 

（２）円滑な事業承継の推進に向けた支援策 

（３）事業承継に関する実務慣行の変化や外部環境動向による影響 

 等 


